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目標 実績 達成率 前年実績 前年比 

新規求職 546,891 513,250 93.8％ 584818 ▲12.2％ 

紹介件数 1,549,735 1,422,666 91.8％ 1,630,686 ▲12.8％ 

就職件数 123,571 125,161 101.3％ 124,371 0.6％ 

就 職 率  22.6％ 24.4％ 1.8Ｐ 21.3％ 3.1Ｐ 

新規求人 838,210 957,635 114.2％ 824015 16.2％ 

充 足 数  165,055 168,547 102.1％ 166,460 1.3％ 

充 足 率  19.7％ 17.6％ ▲2.1Ｐ 20.2％ ▲2.6Ｐ 

平成２４年度上半期 職業紹介業務取扱状況（4月～1月分） 
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(倍） 有効求人倍率の推移（各年度4月～1月） 平成23年度 平成24年度 

平成24年度分 平成23年度分 

計画届出事 業
所 数 

対 象 者 
計 画 届 出 事 業
所 数 

対 象 者 

雇 用 調 整 助 成 金 1,093 110,969 2,646 434,113 

中 小 企 業 緊 急 

雇 用 安 定 助 成 金 
30,605 404,096 51,317 752,869 

計 31,698 515,065 53,963 1,186,982 

平成２４年度 平成２３年度 前年同期比 

受 給 資 格 決 定 件 数 143,612 155,578 ▲7.7％ 

受 給 実 人 員 （ 月 平 均 ） 54,417 60,377 ▲9.9％ 

再 就 職 手 当 支 給 決 定 件 数  31,093 29,341 6.0％ 

就 職 決 定 件 数 67,394 68,244 ▲1.2％ 

. 個 別 延 長 給 付 決 定 件 数 25,153 33,092 ▲24.0％ 

平 成 ２ ４ 年 度 （ 4 月 ～ 1 月 分 ）  雇 調 金 ・ 中 安 金 取 扱 状 況 

平 成 ２ ４ 年 度 （ 4 月 ～ 1 月 分 ）  雇 用 保 険 受 給 者 取 扱 状 況 

１．マッチング機能の充実・強化 
（１）平成２４年度1月までの職業紹介業務取扱状況 

 ＊重点課題は、就職件数と充足数の目標達成！ 

  ○就職件数は、123,571件（達成率：１０１．３％・前年比：０．６％増） 

  ○充足数は、165,055件（達成率：１０２．１％・前年比：１．３％増） 

（２）求職者ニーズの高い求人確保に向けた実効ある取組 

   求職者層のニーズを的確に把握し、ニーズが高いものの絶対数が 

    不足している「正社員求人」や「事務系求人」などを確保するほか、 

     幅広く充足を意識した求人の確保に努める。 

（３）事業所（画像）情報の積極的な活用 

   求人票に記載された情報以上の情報を求職者に提供し、具体的 

    な仕事や就業場所のイメージを掴んでもらうことで、マッチングの促 

       進を図る。 

（４）積極的な「提案型紹介」、「来所勧奨型紹介」によるマッチング支援 

   求職者の状況を的確に把握し、その分析を行ったうえで「見立て求 

   人」などを活用した積極的な「提案型紹介」 、「来所勧奨型紹介」に努   

   める。 

 

   

   

  

 

・「見立て求人」などの求職者に対する希望条件や求職者の求人に関する
希望条件を詳細に把握し、それらの情報を都内１７ヶ所のハローワークが共
有し、積極的な「提案型紹介」に結びつけることで、オール東京としてのマッ
チング機能を強化する 

・求人票に記載されている内容以上の事業所情報（仕事や作業風景などの
写真情報）を収集し、わかりやすく、魅力ある求人情報の提供に努め、マッ
チングの促進を図る 

・ハローワークにおけるサービスメニューの説明をしっかり行い、就職が決
まるまでハローワークをご利用いただく、いわゆるリピーターを確保し、予
約・担当制による個別支援などを活用することで、就職の実現を図る 

継続的な取組 

平成24年度 職業安定分野における重点対策 

職業安定の分野 

－１－ 



 

 
面接会 実施結果 

5月19～22日 

第1回就職面接会 

参加企業数：70社 

求人数：763人 

参加者：539人 

6月13～16日 

第2回就職面接会 

参加企業数：80社 

求人数：1043人 

参加者：592人 

7月23～26日 

第1回新規大卒者等合同就職面接会 

参加企業数：96社 

求人数：1138人 

参加者：1120人 

8月7～9日 

第3回就職面接会 

（企業説明会） 

参加企業数：30社 

参加者：898人 

9月11～14日 

第2回新規大卒者等合同就職面接会 

参加企業数：98社 

求人数：838人 

参加者：1058人 

10月2日～５日 

第4回就職面接会（企業説明会） 

参加企業数：32社 

参加者：1179人 

11月13～16日 

第3回新規大卒者等合同就職面接会 

参加企業数：101社 

求人数：836人 

参加者：1373人 

11月14日（東急スクエア） 

就職面接会 

参加企業数：12社 

求人数：42人 

参加者：97人 

11月17日 

就職面接会（短大生対象） 

参加企業数：21社 

求人数：533人 

参加者：45人 

12月13～14日 

第5回就職面接会（企業説明会） 

参加企業数：16社 

参加者：460人 

1月21～22日 

企業説明会 

参加企業数：5社 

 

2月12日 

第4回新規大卒者等合同就職面接会 

参加企業数：190社 

求人数：302人 

参加者：1051人 

面接会等開催状況 
(大学生等対象） 

説明会・面接会 実施結果 

7月11日 

企業説明会ｉｎ渋谷 

参加企業数：19社 

参加者：131人 

面接数：334人 

7月11日 

企業説明会ｉｎ青梅 

参加企業数：16社 

参加者：100人 

面接数：263人 

7月23日 

企業説明会ｉｎ立川 

参加企業数：40社 

参加者：422人 

面接数：968人 

7月30日～8月1日 

企業説明会ｉｎ新宿 

参加企業数：80社 

参加者：963人 

面接数：2229人 

10月12日 

就職面接会ｉｎ青梅 

参加企業数：18社 

参加者：66人 

面接数：186人 

10月17～19日 

第1回就職面接会ｉｎ新宿 

参加企業数：76社 

参加者：508人 

面接数：1092人 

10月22日 

第1回就職面接会ｉｎ立川 

参加企業数：39社 

参加者：203人 

面接数：471人 

10月24日 

就職面接会ｉｎおおた 

参加企業数：20社 

参加者：25人 

面接数：60人 

10月26日 

合同就職面接会（足立・王
子・墨田・木場） 

参加企業数：15社 

参加者：116人 

面接数：226人 

11月19～20日 

高校生合同就職フェア（飯
田橋・品川・新宿・渋谷） 

参加企業数：41社 

参加者：289人 

面接数：676人 

2月4～5日 

第2回就職面接会ｉｎ新宿 

参加企業数：32社 

参加者：189人 

面接数：510人 

2月7日 

第2回就職面接会ｉｎ立川 

参加企業数：29社 

参加者：110人 

面接数：293人 

(高校生対象） 

２．若年者雇用対策の推進 
（１）新規学卒者等に対する就職支援 
 ① 新規大卒者等への支援（２つの拠点による支援） 
    東京新卒応援ハローワーク及び八王子新卒応援ハ 
    ローワークは、大学生等の就職支援の拠点として、 
    学卒ジョブサポーター（大卒等担当）が中心となって 
    担当制による個別支援、大学との連携による支援、 
    就職面接会の開催等により就職支援を実施。 
    （平成25年3月大卒予定者における10月1日現在の 
    就職内定率は63.1％（前年同期比3.2P増)となった。） 
 ② 新規高卒者等への支援（各ハローワークによる支援） 
    各ハローワークでは、管内の高校等と連携し、学卒 
    ジョブサポーター（高卒等担当）が中心となって職業 
    ガイダンス、職場見学、面接指導及び就職面接会を 
    開催して就職支援を実施。 
    （平成25年3月卒業予定者における10月末現在の 
    就職内定率は51.3％（前年同期比1.1P増)となった。） 

（２）新規学卒者の求人確保 
   都内事業主団体等に対する求人要請及びハローワー 
   クを挙げての求人開拓の実施。特に、ハローワークに 
   よるトップセールスを実施し、幅広く求人枠拡大を要請。 
   （平成25年3月卒、大卒求人数は、10月末現在、 
    24,765件（前年同月比26.2P増）、高卒求人数は、 
   10月末現在20,869件（前年同月比23.5P増）となった。） 

（３）就職面接会等の開催 
   高校生対象・大学生対象の面接会については、左記 
  「面接会等開催状況」のとおりとなります。   
  

 

継続的な取組 

・新規学卒求人の確保 
 昨年よりも増加しているものの、更なる量的求人を確保するた
め、ハローワークでは挙所体制により取組む 

・未内定学生・生徒への就職支援 
 学校と連携し、早期に内定が得られるよう「ひとりにしない」支
援を行う 

面接会 

3月5～8日 

第5回新規大卒者等合同就職面接会 

３月の予定 

－２－ 



 

   

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

  

  

３．高年齢者雇用対策の推進 
   （１）高年齢者雇用確保措置状況 
     確保措置実施企業割合は９６．８％（前年比１．８Ｐ増加） 

  （２）希望者全員が６５歳まで働ける企業等の普及促進 
     希望者全員が６５歳まで働ける企業の割合は３９．４％（同１．２Ｐ増加） 

  （３）高年齢者の就職状況（4月～１月） 
     高年齢者職業紹介状況（６０歳以上の職業紹介状況） 
     ＊新規求職者  ７７，６８８（同６．１％減少） 
     ＊紹介件数  １５２，１１６（同８．１％減少）  
     ＊就職件数   １９，５２５（同６．７％増加） 

改正高年齢者雇用安定法の施行に向
けた周知・啓発の取組 

・様々な媒体を活用した積極的な周知・啓発 
・事業主向け説明会の複数開催（東京局開催：2回/1,323人、ハローワーク主催：27回/5,250人） 

・希望者全員６５歳雇用確保達成事業の受託団体との連携による周知・啓発（11回/985人） 

・高年齢者雇用アドバイザーとの連携による個別企業への周知 
  （・希望者全員65歳啓発：1,632件/うち改正法周知：890件  ・70歳啓発：1,677件） 

４．障害者雇用対策の推進 
  （１）障害者雇用状況 
     ①民間企業における実雇用率は１．６６％（前年比０．０５P増加） 
     ②法定雇用率達成企業割合３３．７％（同１．５Ｐ増加） 
   （２）法定雇用率引き上げに伴う周知・啓発        

   （３）障害者の雇用機会の拡大（4月～１月） 
    ①障害者職業紹介状況 
     ＊新規求職者  １５，９２９（前年同期比１５．５％増加） 
     ＊就職件数     ４，４４２（前年同期比１２．５％増加） 

    ②ハローワークを中心とした「チーム支援」を活用した雇用機会の拡大 
     ＊対象者数   ３，９２３（同１１．８％増加） 
     ＊就職件数   １，５８４（同１４．９％増加） 

継続的な取組 

・法定雇用率引上げに伴う周知・啓発 
・企業の雇用課題に対応した提案援助型の企業指導 
・障害特性等態様に応じたきめ細やかな就職支援 
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－３－ 

（社） 



５．職業訓練の効果的な活用による就職支援 
(1) 地域の人材ニーズに基づく訓練計画等の取りまとめ 
   平成24年度の東京都地域職業訓練実施計画の策定に当たって 
   は、訓練分野別に前年度の運営状況、求人・求職の状況等を踏ま  
   え、地域訓練協議会の意見も反映した計画策定を行った。 
    また、年度途中では公共委託訓練の定員数を踏まえた調整を行 
  うなど、訓練規模の適正化を図った。 
 
(2) 求職者支援制度を活用した就職支援 
 ① 求職者支援訓練のあっせん状況 
    早期再就職に向け求職者支援訓練が有効に活用されるよう、

ハローワーク施設内における周知の他、東京労働局ホームペー
ジ、地方自治体等関係機関での周知等、広く受講者確保に努めた
ほか、職業相談の中で職業訓練受講による知識・技能の習得によ
り就職の可能性が高まると考えられる者への積極的な受講勧奨を
実施したところであるが、新規求職者の減少も影響し、募集定員に
対し約７割の応募にとどまった。 

 
 ② 就職状況（参考：厚生労働省公表値） 
    制度施行から平成24年7月までに終了した求職者支援訓練の

修了者等の就職状況（訓練終了3ヶ月後） 
 
  ・ 基礎訓練 64.2％（受講開始者：1,240人、就職者：707人） 
  ・ 実践訓練 74.4％（受講開始者：5,670人、就職者：3,801人） 
     

 

・ 求職者、人材ニーズの把握・分析に努め、東京都及び東京職業訓 

 練支援センターへの的確な訓練ニーズ情報提供を通じ訓練計画の 

 一層の適正化を図る。 

・ 訓練修了者に対し、個別担当制を中心とした就職支援を徹底し、 

 更なる就職率向上を図る。  

継続的な取組 

基礎
コース 

実践コース 

合計 
成長が見込まれる3分野 その他、成長が見込まれる分野 

介護系（福祉） 医療事務系 情報系(IT) 
営業・販売・
事務・貿易 

電気・機械・金
属・建設機械 

理容美容 
旅行観光・ク
リエート・デ
ザイン分野 

その他（農
業・エコ等） 

3,060 3,830 1,640 5,880 4,540 1,470 1,260 1,830 1,990 25,500 

平成24年度訓練認定上限数（計画数） 

平成24年度４月～１月 受講申込・受講状況 

※応募倍率③は、受講申込数／募集定員（②／①）  

※受講率⑤は、受講者数／募集定員×100（④／①×100） 

受講申込数は、求職者支援システムから集計しており、他県への申込は含まない。 

受講者数は、機構東京センターの集計値から 
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受講人数（基礎） 

  H24.4月 H24.5月 H24.6月 H24.7月 H24.8月 H24.9月 H24.10月 H24.11月 H24.12月 H25.1月 

①募集定員 2,309  2,587  1,852  2,105  1,869  1,375  1,973  2,158  1,600  1,832  

②受講申込数 1,757  1,615  1,313  1,319  1,576  944  1,539  1,792  1,181  1,436  

③応募倍率 0.76  0.62  0.71  0.63  0.84  0.69  0.78  0.83  0.74  0.78  

④受講者数 1,196  1,136  923  928  1,128  676  1,106  1,275  858  1,036  

⑤受講率（%） 51.8% 43.9% 49.8% 44.1% 60.4% 49.2% 56.1% 59.1% 53.6% 56.6% 

－４－ 



施設名称 
事業開始年月日 平成２３年度 平成２４年度 

事業実施場所 事業目標 事業実績 事業目標 事業実績 

新宿就職サポートナビ 
 

（新宿区） 
平成23年7月1日 

 
 
就労支援数  月間延べ２８０人 
 
 
就職率     支援対象者の６０％以上 

２３年７月１日開始（７月～３月）  
 
 就労支援数  ２，４９０人 
 （支援対象者数 ３１３人）  
   
 就職率      ６６．１％ 
 （就職者数    ２０７人）                  
        

 
 
支援対象者数  年間 ３５０人以上 
 
就職件数     年間 ２１０人以上 
 

平成２４年４月～平成２５年１月  
  
 支援対象者数  ３４９人 
 
 就職者数     ２６８人 
 （就 職 率   ７６．８％）               
        

【対象者】 
・生活保護受給者 
・住宅手当受給者 
・児童扶養手当受給者 
・住居・生活困窮者 等 

新宿区役所別館 

平成２３年度の事業評価 （２４．６．２０ 運営協議会開催） 
〔新宿区〕 ・庁舎内に「新宿就職サポートナビ」を設置し、対象者の状況に応じて連携することにより、迅速かつきめ細かな一体的支援を実施する環境が整った。 
       ・就労意欲の欠如により、就職に至らず支援期間の満了になるケースも多々見られるため、区と「新宿就職サポートナビ」とのさらなる連携による対象者の意欲 
                 喚起が今後の課題である。 
 
〔安定所〕 ・ハード面の一体化によりケース会議等ソフト面の実施効率が向上し、一体的実施の効果が表れている。 
       ・就労支援数については、キャンセルが多かったが、就労意欲の喚起により徐々に改善が見られたことや求人検索やケースワーカーとの相談時に就労相談へ 
                 取り込むことによりほぼ目標を達成することができた。 
       ・就職率については、継続した支援が実り、２４年５月時点で目標を達成することができた。 
 

中野就職サポート 
 

（中野区） 
平成24年2月1日 

 
 
就労支援数  月間延べ１４０人 
    
 
就職率     支援対象者の６０％以上 

２月１日事業開始（２月～３月） 
 
 就労支援数   ５３３人 
 （支援対象者  ３８人）         
            
 就職率     １００％ 
 （就職者数    ３８人） 

 
 
支援対象者数  年間 ２００人以上 
 
 
就職率       支援対象者の６０％以上 

平成２４年４月～平成２５年１月  
  
  支援対象者数  １６３人 
 
 就 職 率    ６６．３％               
 （就職者数  １０８人）   

【対象者】 
・生活保護受給者 
・住宅手当受給者 
・児童扶養手当受給者 
・住居・生活困窮者 等 

中野区役所内 

平成２３年度の事業評価 （２４．６．２６ 運営協議会開催） 
〔中野区〕 ・身近な区庁舎内の窓口で一体的な支援を受けられるため、利用者の利便性が向上し、就職支援の機会がより広がった。 
       ・求人情報提供端末の設置によりリアルタイムに仕事のあっ旋ができ、効果的・効率的な就労支援となっている。 
       ・区の就労支援員、ケースワーカーとハローワークの就職支援ナビゲーターが、情報を常に共有し、より的確な支援ができている。 
 
〔安定所〕 ・ハード面の一体化によりケース会議等ソフト面の実施効率が向上し、一体的実施の効果が表れている。 
       ・就労支援数については、キャンセルもあったが、就労意欲の喚起により徐々に改善傾向が見られることや求人検索時や支援要請前の相談も多く行われたこと 
                 から、目標を大きく上回った。 
       ・就職率については、継続した支援が実り、２４年４月末時点で目標を達成し、さらに実績が伸びている。 

就職支援コーナーすみだ 
 

（墨田区） 
平成24年2月1日 

 
 
支援対象者数  月１２人（新規） 
相談件数     月１２０件 
就職率       支援対象者の６０％以上 
 
 

２月１日事業開始（２月～３月） 
 
 支援対象者数   ２７人 
 相談件数     １８５人 
 就職率     １００％ 
 （就職者数     ２７人） 

 
 
支援対象者数   １４４人 
           （月１２人×１２ヵ月） 
 
就職率           支援対象者の６０％以上 

平成２４年４月～平成２５年１月  
  
 支援対象者数  １３５人 
 
 
 就 職 率    ７２．６％               
  （就職者数   ９８人）       

【対象者】 
・生活保護受給者 
・住宅手当受給者 
・児童扶養手当受給者 
・住居・生活困窮者 等 

墨田区役所内 

平成２３年度の事業評価 （２４．７．３ 運営協議会開催） 
〔墨田区〕 ・求人検索端末の設置によるリアルタイムな求人情報の提供が可能となり、さらに、ハローワーク墨田の相談員が常駐することによる的確な職業相談や職業 
                  紹介が可能となるなど、緊密な連携により早期就職が実現できている。 
       ・福祉部門と就労部門が連携しきめ細かく支援することで、生活保護受給者や住宅手当受給者などの福祉サービス受給者に対し、早期就職につなげ自立 
                 支援を強化することができた。 
 
〔安定所〕 ・求人検索機等ハード面の充実により、支援対象者の状況に応じた的確な職業相談・職業紹介が実施できている。 
       ・相談件数については、２３年度は支援開始後１ヶ月以内に採用が決まった者が５０％おり、早期就職が実現できた。 
       ・同一施設内のメリットを活かして、福祉部門（ケースワーカー等）との連携をさらに密接なものとし、支援対象者の選定とより一層の送り込みを強化する。 

一体的実施施設における取組み状況 №１ 
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施設名称 
事業開始年月日 平成２３年度 平成２４年度 

事業実施場所 事業目標 事業実績 事業目標 事業実績 

品川区就業センター 
（品川区） 

平成24年3月26日 

 
 
 
職業相談・職業紹介  月間延べ２００人以上 

２４年３月２６日開始（５日間） 
  
 
職業相談・紹介数   ３０９人                
        

 
【地域住民】 
職業相談・職業紹介 月間延べ８００人以上 
就職件数     年間４００件 
 
 
【生活保護受給者等】 
職業相談・職業紹介 月間延べ６０人以上 
 
 
【内職相談】 
内職相談・あっ旋  延べ５０人以上 
 
【区内事業者】 
採用、雇用見込み等の情報収集  延べ１００
社以上 
 

平成２４年４月～平成２５年１月 
【地域住民】 
職業相談・職業紹介  １６，６４４人（月間平均
１，６６４人） 
就職件数     ５９５件 
 
【生活保護受給者等】 
職業相談・職業紹介  １，７３４人（月間平均１
７３人） 
 
【内職相談】 
内職相談・あっ旋  ２０７人 
 
【区内事業者】 
採用、雇用見込み等の情報収集  １０３社 
 

【対象事業】 
・地域住民に対する 
  就職支援事業 
・生活保護受給者等に 
  対する就業支援事業 
・内職相談・あっ旋事業 
・事業者の経営・雇用 
  支援事業 等 

品川区立中小企業
センター 

  

杉並区就労支援センター 
（杉並区） 

平成24年12月3日 

    平成２４年１２月３日開始 
【地域住民】 
職業相談  延べ１，６００人以上 
職業紹介   ８００件 
 
【若者】 
就労準備相談・心理相談 延べ３００人以上 
 
【区内事業者】 
就職面接会  １０社以上 
 

平成２４年１２月３日～平成２５年１月 
【地域住民】 
職業相談  ８３２人 
職業紹介  ７２７件 
 
【若者】 
就労準備相談・心理相談 ２８３人 
 
【区内事業者】 
就職面接会  ４社 
 

【対象事業】 
・地域住民に対する 
  就労支援事業 
・若者等就労準備 
  支援事業 
・区内事業者に対する 
  雇用支援事業 等 

杉並区立産業商工
会館 

  

一体的実施施設における取組み状況  №２ 
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労働者派遣事業、職業紹介事業の指導監督等について 

          種  別 労働者派遣事業 職業紹介事業 

 項 目 25年1月末現在 対前年比 25年1月末現在 対前年比 

実施事業所件数 １，８８６件   ０．７％減 ４２７件 ２４．８％減 

是正指導率   ６４．５%  ５．０P増 ４９．６% ７．３P減 

４ 的確・厳正な指導監督の実施 

５ 申告・相談への迅速・適切な対応 

１ 許可・届出の状況（東京局管内） 

（１） 申告受理  ４１件（前年同期 ２５件） 
 
（２） 苦情・相談の状況 

件数 対前年比 

総    計 １０９，９８３件 ３２．２％増 

うち事業者等 １０８，４１２件 ３２．３％増 

うち労働者 １，５７１件 ２０．８％増 

②職業紹介事業 

 労働者からの苦情・相談の内訳  労働者からの苦情・相談の内訳 

①労働者派遣事業 

＜２５年１月末現在＞ 

  事業主 開始予定者 派遣先事業主 合   計 

派遣事業関係 
６６回 

１，６４０人 ３５４人 ４５２人 ２，４４６人 

紹介事業関係 
５０回 

１，４８８人 ２８０人 ＿ １，７６８人 

２ 法制度の周知 

（１）事業者向け説明会 

（２）労働者等へのセミナー 
  １５回  参加者 ５１４人 

＜２５年１月末現在＞ 

 概  要 参加者数 

主に派遣元・派遣先を対象  
8月3日から9月11日で12回開催 

１２，１２０人 

労働者派遣事業適正運営協力員向け研修会 
9月14日・20日・10月4日で3回開催 

４１人 

労働者向けセミナー 
（25年1月末までの実施分） 5回開催 

１９６人 

関係団体からの依頼等 
（25年1月末までの実施分）24回 

３，５３６人 

３ 改正法の周知 

件数 対前年比 

総    計 ３４，８３３件 １２．２％増 

うち事業者等 ３４，７５０件 １２．５％増 

うち労働者 ８３件 ５３．９％減 

派遣・請負区

分基準 

8% 

雇止め 

8% 

就業条件明示 

9% 

賃金・労働時

間 

7% 
派遣期間（抵触日） 

4% 

苦情処理 

3% 
雇用の申込み

義務 

3% 紹介予定派遣 

3% 

労働社保 

3% 
政令業務 

3% 

その他 

制度・事業運

営 

49% 

労働条件明

示 

28% 

個人情報保

護 

10% 

求人求職の受

理 

8% 

苦情処理 

15% 

手数料 
7% 

その他事業運

営 

32% 

17,105   
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需給調整の分野 
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労 働 基 準 分 野 に お け る 重 点 対 策 （ 第 3 四 半 期 ま で の 状 況 ） 

労働基準の分野 

 
１ 経済情勢に対応した法定労働条件の確保等 
    賃金不払、解雇などの問題への優先的な監督指導の実施 
    ・申告・相談、未払賃金の立替払は減少  H24年申告受理件数          ：5,643件（前年比12.6％減） 
                       H24年未払賃金立替払認定件数<企業数> ：  335件（前年比18.8％減） 
    ・労働条件等相談件数 H24年:31万件（11％減少）  
     メール相談（個別企業に係る労働条件の相談は増加傾向 H24年1月分 :44件→H12月分 :231件       
      →賃金不払残業等情報監督 
       大量整理解雇等に係る啓発指導の実施 
   ○ 緊急対応 高速ツアーバス事故 → 同業者に対する陸運機関との合同監督・監査 
 

２ 長時間労働の抑制・過重労働による健康障害の防止 
      脳・心臓疾患・精神障害の労災請求の多くに長時間労働の存在 
     ・脳・心臓疾患の労災請求  H24年4月から12月：105件（前年度同期比16.1％減） 
     ・精神障害労災請求        H24年4月から12月：191件（前年度同期比22.4％増） 
      →３６協定受理時の窓口指導、自主点検、過労死等発生事業場監督、長時間労働情報監督の実施 
       H24年11月 「労働時間適正化キャンペーン」の実施、 ＷＬＢセミナーの開催         
 
３  労働者の安全と健康確保 
   労働災害防止対策 
      ・H24年死亡災害        ：   76人（H25年2月22日現在、前年同期比16.9％増） 
    ・H24年休業４日以上の死傷災害 ：9,168人（H25年1月末現在、前年同期比3.7％増） 
         →「東京ゼロ災害運動」、「年度末労働災害防止強調期間」の災害防止運動の取組 

       重点対象 建設業、道路貨物運送業、第3次産業（小売業、飲食店、社会福祉施設、ビルメンテナンス業） 
        H24年6月、12月中小建設一斉監督の実施  
        小売業本社等に対する自主点検、集団指導の実施、リーフレット送付等                 
  メンタルヘルス対策  
      →個別指導、メンタルヘルス対策支援センターの利用勧奨、産業保健フォーラム（H24年11月21日）の開催 
   ○ 緊急対応 胆管がん問題 → 印刷業に対する監督、個別指導の実施、通信調査の実施、集団指導の実施 
         
 
 改正労働契約法の周知、職場のパワーハラスメント予防・解決に向けた提言周知 
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労働基準の分野  

2 精神障害の労災補償状況 

3 石綿関係疾病給付状況（労災保険法に基づく石綿関係疾患の認定状況） 1 脳・心臓疾患等（過労死等事案）の労災補償状況 

（件） 

（件） 

平成21年度 平成22年度 平成23年度
平成24年度
4月～12月

全国 767 802 897

全国 293 285 310

脳・心臓疾患

請求件数

認定件数

　注）　認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。
　　　　平成24年度上期の請求件数、認定件数は速報値

140 152 105

東京 45 56 51

東京 130

年度区分

37

平成21年度 平成22年度 平成23年度
平成24年度

4月～12月

全国 1136 1181 1272

全国 234 308 325

全国 157 171 201

全国 36 65 64

　注）　認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。
　　　　平成24年度上期の請求件数、認定件数は速報値

うち自殺
（未遂を含む。）

請求件数

認定件数

東京

年度区分

精神障害

請求件数

認定件数

201 179 208 191

東京 6 8 12 17

東京 24 28 39 20

東京 33 40 42 57

平成21年度 平成22年度 平成23年度
平成24年度

4月～12月

認定件数 79 65 65 49

認定件数 58 44 62 38

請求件数 14 26 18 27

認定件数 18 16 7 25

請求件数合計 147 146 166 138

認定件数合計 155 125 134 112

年度区分

　注）　石綿肺等とは、「石綿肺」、「良性石綿胸水」、「びまん性胸膜肥厚」である。
　　　　認定件数は、当該年度に請求されたものに限るものではない。

肺がん

中皮腫

石綿肺等

計

請求件数 75 67 87 62

請求件数 58 53 61 49
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労働基準の分野 
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●第１回会議（H24.6.22開催） 
 

議題：「転倒等行動災害防止に向けた労使の取組み 
    について」 

  （小海委員による事例発表、永田委員による講演等） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２５年４月からスタートする「第12次東京労働局労働災害防止計画」の施策に反映 

・ 足場の墜落防止措置等、設備的対策の義務化による労働 
  災害の減少 
・ 労働者（特にパートタイム労働者）に対する教育の必要性 
・ 労働者の意識高揚のための安全文化の構築の必要性 
 （通勤災害を対象とした労働者個人の「自己宣言文」作成に 
  よる意識高揚等） 
・ 安全衛生に対する意識の低いアウトサイダーへのアプ 
  ローチの必要性 
・ 滑り等による転倒災害の多発、労働者の高齢化の問題 
・ 行動災害防止に向けた「内的リスク要因」へのアプローチ 
  の必要性 

委員からの主な意見 

●第２回会議（H24.11.13開催） 
 

 議題：「有所見率改善に向けた健康診断結果の 
有効活用等取組について」 

   （土方委員、安福委員による事例紹介等） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 有所見者を減らすには未受診者をなくすことが大事 
 （未受診者対策の必要性） 
・ 労働者に対する健康教育の遅れ（産業医選任規模にても） 
  健康教育の必要性、健康教育には、動機づけが効果的 
 （自己管理実行の為のサポート） 
・ 健康管理の必要性と重要性（労働者の不健康状態は、 
  企業経営にも影響を及ぼす） 
・ 自己の健康管理をすすめるには、産業保健スタッフ等に 
  よる支援体制、健康管理区分設定による疾病管理と予防 
  管理の実践 
・ 若年層からの健康管理と中高年齢層での有所見率の高まり 
 （労働者の高齢化と健康づくり対策の必要性） 
 

委員からの主な意見 

「東京ゼロ災害運動」の具体的展開に活用 
秋以降の労働
災害の増加傾
向に歯止め 

「行動災害」防止、災害防止 
の観点から推進する「健康づく
り」対策など、東京局独自の 
切り口からのアプローチ 

「安全衛生労使専門家会議」とは 

（平成23年度よりスタート） 

 東京労働局の安全衛生施策について、現場実態を踏まえたものとするため、 

 安全衛生に詳しい専門家から意見を聴取し、対策に反映させることを目的とする 

会議（委員構成：労側６名、使側６名、労働安全・衛生コンサルタント等４名） 
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雇用均等分野における重点施策の進捗状況(平成24年度1月まで） 

男女雇用機会均等法関係 

24年度調停件数 

５件 

育児・介護休業法関係 

指導件数の推移 

24年度調停件数 

4件 

指導件数の推移 

平成24年度1月まで相談内容の内訳 紛争解決援助申立件数の推移 

平成24年度1月まで権利行使に関する 

相談内容の内訳 

平成22年6月30日に育児・ 

介護休業法が改正施行され 

たため、推移については比較 

対象になるもののみとした。 

2145 
1723 

1367 

1146 

1228 

951 

539 

499 

377 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

平成22年度 平成23年度 24年度１月まで 

その他 

事業主 

労働者 

(50.7%

(35.3%) 

(14.0%) 

(49.9%) 

(35.6%) 

(14.5%) 

(56.0%) 

(29.9%) 

(14.1%) 

383
345

269

相談者の属性別相談件数の推移 

募集・採用  

158件(5.9%) 

配置・昇進、雇

用形態の変更

等  

76件(2.8%) 

間接差別,13件

(0.5%) 

妊娠等を理由

とする不利益

取扱い  

419件(15.5%) 

セクシュアルハ

ラスメント  

1354件(50.2%） 

母性健康管理, 

369件（13.7%) 

ポジティブ・ア

クション 47件

(1.7%) 

その他,259件

(9.6%) 

 
均等法

23

40

24

37

37

22

6

10

2

0
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60
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90

100

平成22年度 平成23年度 平成24年度１月まで

その他

妊娠・出産等を理
由とする不利益取
扱い
セクシュアルハラス
メント

66件

87件

48件

労働者

(990件)労働者(1172件)労働者(1443件)

事業主

(5002件)

事業主

(6314件)

事業主

(20585件)

その他(756件)
その他(910件)

その他(1382件）

0

5000

10000

15000

20000

25000

平成2２年度 平成2３年度 平成24年度1月まで

その他

事業主

労働者

23,410件

8,384件 6,748件

相談者の属性別相談件数の推移 

その他, 74件
(11.8%)

労働者の配置に
関する配慮にか
かる事案 13件

(2.1%)

勤務時間の短縮
等の措置にかか

る事案 80件
(12.8%)

休業等に係る不
利益取扱いにか
かる事案 284件

(45.4%)

期間雇用者の休
業にかかる事案

 51件(8.1%)

育児・介護休業
にかかる事案,
124件(19.8%)

総計

　　　626件

22年度 647 

23年度 627 

24年度1
月まで 

606 

23年度 1558 

24年度1
月まで 

1384 

雇用均等の分野 
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休業に関する

事案, (24件) 

休業に関する

事案, （8件） 

不利益取扱

に関する事案 

（50件) 

不利益取扱

に関する事案 

（19件) 

その他（8件) 

その他 (5件) 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平成23年度 平成24年度1月まで 

その他 

不利益取扱に関

する事案 

休業に関する事案 

82件 

32件 

紛争解決援助申立件数の推移 



次世代育成支援対策推進法関係 

パートタイム労働法関係 

平成24年度1月まで 

紛争解決援助件数 

1件 

指導件数の推移 

一般事業主行動計画策定届届出企業数の推移 

企業規模別認定企業数の推移 

両立関係助成金平成２４年度1月まで支給決定状況 

均衡待遇・正社員化推進奨励金平成２４年度 

1月まで支給決定状況 22年度 899 

23年度 750 

24年度1月まで 357 

中小企業両立支援助成金 両立支援助成金 

中小企業子
育て支援助
成金 

代替要員
確保コー
ス 

休業中能
力アップ
コース 

事業所内保育施
設設置・運営等支
援助成金 

子育て期の短
時間勤務支援
助成金 

346 71 19 16 149 

正社員転
換制度 

共通処遇
制度 

共通教育
訓練制度 

短時間正
社員制度 

健康診断
制度 

454 10 3 22 14 

301人以上

企業420社 

301人以上

企業475社 

301人以上

企業508社 

300人以下

企業 43社 

300人以下

企業66社 

300人以下

企業80社 

0

100

200

300

400

500

600

700

平成22年度 平成23年度 平成25年1月末 

463社 

541社 

588社 

3693社  
4596社  4030社  

1075  

5350社  5794社  4577社  

4329社  
3228社  

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

平成22年度 平成23年度 平成25年1月末 

301人以上企業 101人~300人企業 100人以下企業 

９３４５社 

１４２７５ １３０５２

労働条件

の文書交

付等 

27件 10.4% 

差別的取

扱いの禁

止 

34件 13.1% 

賃金の決

定 

25件 9.7% 

通常の労

働者への

転換 

 66件 

25.5% 

その他 

107件

41.3% 総計 

平成２４年度1月まで相談内容の内訳 

雇用均等の分野 
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（件数） 

（件数） 



平成２４年度 労働保険適用徴収の分野における重点対策取組状況 

 

 

 

 

     

 

 

  
 

  

東京
局 

平成24年
度(25年1

月） 

平成23年
度 

平成22年
度 

徴収
決定
額 

8280億円 9345億円 8993億円 

収納
額 

5884億円 9213億円 8852億円 

収納
率 

71.07％ 98.59％ 98.43％ 

全国
占有
率 

27.70％ 27.93％ 28.38％ 

●労働保険料等の適正徴収 
 

 平成23年度収納率   98.59％ 

東京
局 

平成25年 

1月 

平成24年 

1月 

平成23年 

1月 

徴収
決定
額 

8280億円 9327億円 8974億円 

収納
済額 

5884億円 6600億円 6447億円 

収納
率 

71.07％ 70.76％ 71.84％ 

●労働保険事務組合制度の 

  効率的な運用 

東京局 

第3次3

か年計
画 

平成24

年度
(24年
12月
末） 

第2次3か
年計画 

成立目
標件数 

18158

件 
6259件 20174件 

成立件
数 

― 4031件 20040件 

達成率 ― 64.4％ 99％ 

●労働保険未手続事業 
一掃対策の推進 

『第3次労働保険未手続事業 
一掃対策3か年計画』  

   
   平成23年度～25年度 
 
 目標数値：3年間で18,158件の

保険関係成立 

 ★監督署・安定所・東京都労働保険     
  事務組合連合会との連携による制  
   度の周知及び効果的な指導 

★重点指導事務組合に対する個別 
  指導・集団指導 

★雇用保険監察官による的確な監 
  査 

東京局 

平成24

年度(24

年12月） 

平成23

年度 

平成22   
年度 

徴収決定額 
694 

億円 

796 

億円 

793 

億円 

 

収納額 

462 

億円 

787 

億円 

783 

億円 

 

収納率 

66.50 

％ 

98.90 

％ 

98.82

％ 

平成23年度収納率 98.90％ 

＜事務組合委託分で全体の内数＞ 

労働保険適用徴収の分野 
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労働相談の充実の分野における取組状況 

項目 総合労働相談コーナー 総合労働相談員 うちあっせん事務局担当 紛争調整委員会（あっせん委員） 労働紛争調整官 

件数等 21か所  （庁外コーナー
2か所を含む) 

95人  

   (4/1付けで2人減員) 

 9人 36人 ６人 

  

１ 東京局における個別労働紛争解決制度の処理体制 

平成24年（1～12月）  平成23年同期比 平成22年同期比 

26,623件 92.0％（28,944件） 88.5％（30,082件） 

東京局相談件数のうち、事業主からの相談件数は2,832件（10.6%）であり、男女別では、
男は14,377件（54.0%）、女は12,136件（45.6%）である。 

２ 労働相談件数                         

東京局相談件数のうち、事業主からの相談件数は40,443件（34.4%）であり、男女別で
は、男は69,246件（58.9%）、女は48,231件（41.0%）である。 

平成24年（1～12月）  平成23年同期比 平成22年同期比 

１１７,６４３件 90.3％（130,230件） 90.7％（129,717件） 

３ 個別労働関係紛争に係る相談件数  （左記２の内訳件数)  

５ 労働局長の助言・指導の運用状況 

平成24年（1～12月）  平成23年同期比 平成22年同期比 

596件 112.0％(532件) 118.5％(503件) 

平成２４年中に手続きを終了した584件のうち、処理期間が１か月以内のものは547件
（93.7％）であり、あっせんに移行した事案は28件（4.8％）である。 

６ 紛争調整委員会によるあっせんの運用状況 

平成24年（1～12月）  平成23年同期比 平成22年同期比 

1,363件 105.8％（1,288件） 103.7％(1,315件) 

平成２４年中に手続きを終了した1,395件のうち、合意成立件数は566件（40,6％）。処
理期間が２か月以内に終了しているものが1,308件（93.8％）、１か月以内に終了して
いるものが684件（49.0％）である。 

平成２５年１月３１日現在版 

労働相談の充実の分野 
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（件数） （１人の相談について、複数件の計上あり） 
４ 個別労働関係紛争に係る相談内容の内訳  


